
第５７２号２０１８年（平成３０年）６月１５日 ニ　ュ　ー　ス　専　修（９）

　
事
業
活
動
収
支
計
算
書
で

は
、
事
業
活
動
収
入
計
（
学
校

法
人
の
負
債
と
な
ら
な
い
収

入
）
が
予
算
比
０
・
78
％
減
の

２
４
６
億
１
３
４
６
万
円
（
前

年
度
比
で
は
67
万
円
の
減
）。

事
業
活
動
支
出
計
は
、
予
算
比

１
・
83
％
減
の
２
３
５
億
１

４
７
３
万
円
（
前
年
度
比
で
は

６
億
１
９
４
６
万
円
の
減
）
と

な
り
、
基
本
金
組
入
前
当
年
度

収
支
差
額
は
、
10
億
９
８
７
３

万
円
と
な
っ
て
い
る
。
基
本
金

組
入
額
合
計
は
、
予
算
比
27
・

91
％
増
の
△
31
億
16
万
円
と
な

り
、
基
本
金
組
入
前
当
年
度
収

支
差
額
と
基
本
金
組
入
額
合
計

を
合
わ
せ
た
当
年
度
収
支
差
額

は
、
予
算
に
比
べ
支
出
超
過
の

額
が
27
・
42
％
増
の
△
20
億
１

４
３
万
円
と
な
っ
て
い
る
。
ま

た
、
前
年
度
繰
越
収
支
差
額

（
△
３
４
７
億
５
４
５
万
円
）

と
基
本
金
取
崩
額
（
１
億
１
５

０
０
万
円
）
を
加
え
た
翌
年
度

繰
越
収
支
差
額
は
、
予
算
に
比

べ
支
出
超
過
の
額
が
０
・
87
％

増
の
３
６
５
億
９
１
８
８
万
円

（
前
年
度
と
の
比
較
で
は
18
億

８
６
４
３
万
円
の
増
）
と
な
っ

て
い
る
。

基
本
金
組
入
額
合
計
の
内
訳

　
第
１
号
基
本
金
　
28
億
９
０

１
４
万
円
の
組
入
（
当
年
度
取

得
資
産
及
び
借
入
金
返
済
等
の

組
入
額
）

　
第
２
号
基
本
金
　
２
億
円
の

組
入
（
将
来
取
得
す
る
固
定
資

産
の
取
得
に
充
て
る
預
金
等
の

資
産
の
組
入
額
）

　
第
３
号
基
本
金
　
１
０
０
１

万
円
の
組
入
（
奨
学
基
金
等
の

組
入
額
）

基
本
金
取
崩
額
の
内
訳

第
４
号
基
本
金
　
１
億
１
５
０

０
万
円
の
取
崩
（
恒
常
的
に
保

持
す
べ
き
資
金
と
し
て
定
め
ら

れ
た
額
）

※
事
業
活
動
区
分
ご
と
に
、
前

記
の
資
金
収
支
計
算
書
と
共
通

の
科
目
を
除
く
事
業
活
動
収
支

計
算
書
特
有
の
も
の
に
つ
い
て

説
明
。

（
１
）
経
常
収
支

　
①
教
育
活
動
収
支

　
教
育
活
動
収
入
計
は
、
予
算

比
０
・
21
％
増
の
２
４
３
億
３

２
４
３
万
円
（
前
年
度
比
で
は

０
・
07
％
の
減
）。
教
育
活
動

支
出
計
は
、
予
算
比
１
・
34
％

減
の
２
３
４
億
３
５
４
６
万
円

（
前
年
度
比
で
は
２
・
21
％
の

減
）
と
な
り
、
教
育
活
動
収
支

差
額
は
、
８
億
９
６
９
７
万
円

（
前
年
度
比
で
は
１
３
３
・
05

％
の
増
）
と
な
っ
て
い
る
。

（
事
業
活
動
収
入
の
部
）

・
寄
付
金
は
、
施
設
設
備
寄
付

金
を
除
い
た
も
の
で
、
予
算
比

29
・
62
％
減
の
１
億
４
０
７
５

万
円
（
前
年
度
比
で
は
７
・
16

％
の
減
）
。
周
年
記
念
事
業
に

伴
う
特
別
寄
付
金
。

・
経
常
費
等
補
助
金
は
、
施
設

設
備
補
助
金
を
除
い
た
も
の

で
、
予
算
比
２
・
60
％
減
の
９

億
３
１
５
４
万
円
（
前
年
度
比

で
は
15
・
44
％
の
増
）
。
こ
の

う
ち
国
庫
補
助
金
は
、
経
常
費

補
助
金
が
予
算
比
２
・
49
％
減

の
９
億
１
７
８
２
万
円
。

（
事
業
活
動
支
出
の
部
）

・
人
件
費
は
、
予
算
比
０
・
03

％
増
の
１
４
６
億
１
８
７
１
万

貸借対照表

平成30年3月31日 （単位 円）

資　　産　　の　　部

科  　　　　　　　 目 本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　減

固 定 資 産 129,039,229,313 128,613,207,680 426,021,633

有 形 固 定 資 産 96,500,521,384 96,333,564,093 166,957,291

土 地 35,525,858,979 35,525,858,979 0

建 物 37,988,854,484 39,606,164,591 △ 1,617,310,107

構 築 物 2,274,613,289 2,474,711,425 △   200,098,136

教育研究用機器備品 1,599,044,916 1,902,957,387 △   303,912,471

管 理 用 機 器 備 品 201,832,044 218,684,223 △    16,852,179

図 書 16,852,742,983 16,529,992,408 322,750,575

そ の 他 2,057,574,689 75,195,080 1,982,379,609

特 定 資 産 31,994,249,095 31,534,231,424 460,017,671

第２号基本金引当特定資産 600,000,000 400,000,000 200,000,000

第３号基本金引当特定資産 2,744,249,095 2,734,231,424 10,017,671

退職給与引当資産 3,850,000,000 3,800,000,000 50,000,000

法人基金準備資産 6,900,000,000 6,900,000,000 0

施設設備準備資産 17,900,000,000 17,700,000,000 200,000,000

その他の固定資産 544,458,834 745,412,163 △   200,953,329

有 価 証 券 513,888,429 713,888,429 △   200,000,000

そ の 他 30,570,405 31,523,734 △       953,329

流 動 資 産 7,476,632,746 7,906,479,025 △   429,846,279

現 金 預 金 6,477,868,761 6,839,067,386 △   361,198,625

未 収 入 金 742,776,597 819,218,558 △    76,441,961

そ の 他 255,987,388 248,193,081 7,794,307

資 産 の 部 合 計 136,515,862,059 136,519,686,705 △     3,824,646

負　　債　　の　　部

科  　　　　　　　 目 本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　減

固 定 負 債 13,830,689,114 14,183,114,974 △   352,425,860

長 期 借 入 金 4,414,320,000 4,732,110,000 △   317,790,000

長 期 未 払 金 177,931,661 225,658,625 △    47,726,964

退 職 給 与 引 当 金 9,238,437,453 9,225,346,349 13,091,104

流 動 負 債 6,632,427,825 7,382,561,503 △   750,133,678

短 期 借 入 金 317,790,000 206,760,000 111,030,000

前 受 金 4,043,630,000 4,234,822,000 △   191,192,000

そ の 他 2,271,007,825 2,940,979,503 △   669,971,678

負 債 の 部 合 計 20,463,116,939 21,565,676,477 △ 1,102,559,538

純　 資　 産　 の　 部

科  　　　　　　　 目 本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　減

基 本 金 152,644,628,477 149,659,462,358 2,985,166,119

第 １ 号 基 本 金 147,586,379,382 144,696,230,934 2,890,148,448

第 ２ 号 基 本 金 600,000,000 400,000,000 200,000,000

第 ３ 号 基 本 金 2,744,249,095 2,734,231,424 10,017,671

第 ４ 号 基 本 金 1,714,000,000 1,829,000,000 △   115,000,000

繰 越 収 支 差 額 △36,591,883,357 △34,705,452,130 △ 1,886,431,227

翌年度繰越収支差額 △36,591,883,357 △34,705,452,130 △ 1,886,431,227

純 資 産 の 部 合 計 116,052,745,120 114,954,010,228 1,098,734,892

負債及び純資産の部合計 136,515,862,059 136,519,686,705 △     3,824,646

教
育
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

科　　　目 金　　　額

収
　
　
入

学生生徒等納付金収入 20,600,570,060

手数料収入 1,093,923,672

特別寄付金収入 140,753,004

経常費等補助金収入 931,540,632

付随事業収入 669,460,016

雑収入 896,190,040

教育活動資金収入計 24,332,437,424

支
　
　
出

人件費支出 14,605,628,074

教育研究経費支出 4,859,504,735

管理経費支出 1,454,990,504

教育活動資金支出計 20,920,123,313

差引 3,412,314,111

調整勘定等 △   308,022,407

教育活動資金収支差額 3,104,291,704

施
設
整
備
等
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

科　　　目 金　　　額

収
　
　
入

施設設備寄付金収入 9,585,000

施設設備補助金収入 15,224,000

施設設備売却収入 5,000

施設整備等活動資金収入計 24,814,000

支
　
　
出

施設関係支出 2,122,335,180

設備関係支出 389,877,967

第２号基本金引当特定資産繰入支出 200,000,000

施設設備準備資産繰入支出 200,000,000

施設整備等活動資金支出計 2,912,213,147

差引 △ 2,887,399,147

調整勘定等 △   223,943,968

施設整備等活動資金収支差額 △ 3,111,343,115

小計（教育活動資金収支差額＋施設整備等活動資金収支差額） △     7,051,411

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

科　　　目 金　　　額

収
　
　
入

有価証券売却収入 163,420,000

その他の収入 4,963,525

小計 168,383,525

受取利息・配当金収入 59,746,589

その他の活動資金収入計 228,130,114

支
　
　
出

借入金等返済支出 206,760,000

第３号基本金引当特定資産繰入支出 10,017,671

退職給与引当資産繰入支出 50,000,000

その他の支出 312,286,809

小計 579,064,480

借入金等利息支出 3,212,848

その他の活動資金支出計 582,277,328

差引 △   354,147,214

調整勘定等 0

その他の活動資金収支差額 △   354,147,214

支払資金の増減額（小計＋その他の活動資金収支差額） △   361,198,625

前年度繰越支払資金 6,839,067,386

翌年度繰越支払資金 6,477,868,761

活動区分資金収支計算書
平成29年4月1日から平成30年3月31日まで

事業活動収支決算科目別構成

事業活動収入計

24,613,469千円

学生生徒等納付金

83.7％

事業活動支出計

23,514,734千円

人件費

62.2％

教育研
究経費

30.4％

管理経費

7.1％
資産処分差額

0.3％

手数料

4.5％

寄付金

0.6％

経常費等
補助金

3.8％

付随事業収入

2.7％

雑収入

3.6％
受取利息・配当金

0.2％

その他の
特別収入

0.9％

比 率 算　式（×100）
平成24年度
（決 算）

平成25年度
（決 算）

平成26年度
（決 算）

人 件 費

比 率

人 件 費

帰 属 収 入

58.51％

（52.8％）

59.58％

（52.4％）

60.67％

（50.9％）

人 件 費

依 存 率

人 件 費

学生生徒等納付金

73.44％

（71.9％）

74.61％

（72.4％）

72.98％

（73.3％）

教育研究

経費比率

教 育 研 究 経 費

帰 属 収 入

34.24％

（31.2％）

31.13％

（31.5％）

33.12％

（31.2％）

管理経費

比 率

管 理 経 費

帰 属 収 入

7.98％

（9.2％）

7.73％

（8.8％）

8.08％

（9.0％）

帰属収支

差額比率

帰属収入－消費支出

帰 属 収 入

△1.62％

（4.8％）

0.59％

（5.2％）

△3.34％

（7.2％）

主　要　財　務　比　率

備考 （　）内は日本私立学校振興・共済事業団調査による医歯系法人を除く
　　　大学法人平均値を示す。

備考 １．経常収入は、教育活動収入計と教育活動外収入計の合計

比 率 算　式（×100）
平成27年度
（決　算）

平成28年度
（決　算）

平成29年度
（決　算）

人 件 費

比 率

人 件 費

経 常 収 入

60.43％

（53.7％）

60.85％

（53.6％）

59.93％

人 件 費

依 存 率

人 件 費

学生生徒等納付金

72.89％

（73.0％）

71.72％

（72.8％）

70.96％

教育研究

経費比率

教 育 研 究 経 費

経 常 収 入

31.07％

（33.2％）

29.97％

（33.0％）

29.27％

管理経費

比 率

管 理 経 費

経 常 収 入

7.55％

（9.3％）

7.36％

（9.0％）

6.68％

事業活動収支

差 額 比 率

基 本 金 組 入 前

当 年 度 収 支 差 額

事 業 活 動 収 入

△5.37％

（4.7％）

1.95％

（4.9％）

4.46％

学校法人会計基準改正に
伴う新たな財務比率

　　　２．（　）内は日本私立学校振興・共済事業団調査による医歯系法人を除く
　　　　 大学法人平均値を示す。

器
備
品
支
出
は
、
予
算
比
２
・

79
％
増
の
２
億
７
４
０
万
円

で
、
差
異
は
、
受
託
研
究
費
、

研
究
助
成
費
、
科
学
研
究
費
間

接
経
費
設
備
品
、
防
犯
カ
メ
ラ

録
画
用
レ
コ
ー
ダ
ー
、
生
田
研

修
館
及
び
生
田
第
３
体
育
寮
給

湯
器
等
購
入
の
増
。

　
⑧
資
産
運
用
支
出
は
、
予
算

比
29
・
23
％
減
の
４
億
６
０
０

１
万
円
。
第
２
号
基
本
金
引
当

特
定
資
産
繰
入
支
出
が
２
億

円
、
第
３
号
基
本
金
引
当
特
定

資
産
繰
入
支
出
が
１
０
０
１
万

円
、
退
職
給
与
引
当
資
産
繰
入

支
出
が
５
０
０
０
万
円
、
施
設

設
備
準
備
資
産
繰
入
支
出
が
２

億
円
と
な
っ
て
い
る
。

　
⑨
そ
の
他
の
支
出
は
、
前
期

末
未
払
金
支
払
支
出
、
前
払
金

支
払
支
出
等
で
21
億
１
９
３
３

万
円
。
予
備
費
の
使
用
額
は
な

い
。
ま
た
、
資
金
支
出
調
整
勘

定
（
支
出
の
振
替
控
除
科
目
）

は
、
期
末
未
払
金
及
び
前
期
末

前
払
金
で
13
億
８
９
８
３
万

円
。

【
主
な
施
設
等
整
備
事
項
】

〈
専
修
大
学
〉

①
神
田
１
〜
３
号
館
ト
イ
レ
洗

浄
便
座
設
置
工
事
②
神
田
１
〜

３
号
館
３
階
廊
下
照
明
器
具
更

新
工
事
③
神
田
２
号
館
教
室
プ

ロ
ジ
ェ
ク
タ
ー
設
置
に
伴
う
通

信
配
線
工
事
④
法
学
研
究
科
８

号
館
へ
の
移
転
に
伴
う
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
配
線
工
事
⑤
靖
国
通
り

神
田
新
校
舎
（
仮
称
）
新
築
工

事
⑥
神
田
黒
門
前
新
校
舎
（
仮

称
）
新
築
工
事
に
伴
う
地
歴
及

び
地
質
調
査
⑦
生
田
１
号
館
昇

降
機
更
新
工
事
⑧
生
田
５
号
館

他
電
源
改
修
工
事
⑨
生
田
６
号

館
解
体
に
伴
う
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

設
備
他
事
前
切
替
工
事
⑩
生
田

食
堂
館
高
圧
受
変
電
設
備
更
新

工
事
⑪
生
田
食
堂
棟
３
階
教
職

員
食
堂
設
置
に
伴
う
電
気
設
備

及
び
給
排
水
衛
生
設
備
工
事
⑫

伊
勢
原
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
場
空
調

機
設
置
及
び
電
気
設
備
工
事
⑬

伊
勢
原
体
育
寮
浴
室
ボ
イ
ラ
ー

他
更
新
工
事
⑭
箱
根
セ
ミ
ナ
ー

ハ
ウ
ス
浴
室
ボ
イ
ラ
ー
及
び
貯

湯
タ
ン
ク
他
更
新
工
事 

〈
石
巻
専
修
大
学
〉

①
実
験
室
空
調
機
改
修
工
事
②

大
型
養
殖
水
槽
作
製
及
び
付
帯

工
事

　
貸
借
対
照
表
は
、
平
成
30
年

３
月
31
日
現
在
の
資
産
、
負

債
、
基
本
金
等
の
状
況
を
前
年

度
末
と
対
比
さ
せ
て
表
示
し
て

い
る
。

（
１
）
資
産
の
部

　
資
産
の
部
で
は
、
固
定
資
産

が
、
前
年
度
末
よ
り
４
億
２
６

０
２
万
円
増
の
１
２
９
０
億
３

９
２
２
万
円
。
こ
の
う
ち
、
有

形
固
定
資
産
が
、
図
書
、
建
設

仮
勘
定
の
増
に
よ
り
、
前
年
度

末
よ
り
１
億
６
６
９
５
万
円
増

の
９
６
５
億
52
万
円
。
特
定
資

産
は
、
第
２
号
基
本
金
引
当
特

定
資
産
等
の
増
に
よ
り
、
前
年

度
末
よ
り
４
億
６
０
０
１
万
円

増
の
３
１
９
億
９
４
２
４
万

円
。
そ
の
他
の
固
定
資
産
は
、

有
価
証
券
等
の
減
に
よ
り
、
前

年
度
末
よ
り
２
億
95
万
円
減
の

５
億
４
４
４
５
万
円
。
流
動
資

産
は
、
現
金
預
金
、
未
収
入
金

等
の
減
で
、
前
年
度
末
よ
り
４

億
２
９
８
４
万
円
減
の
74
億
７

６
６
３
万
円
。

　
資
産
の
部
合
計
は
、
前
年
度

末
よ
り
３
８
２
万
円
減
の
１
３

円
（
前
年
度
比
で
は
１
・
57
％

の
減
）。
退
職
給
与
引
当
金
繰

入
額
11
億
１
２
２
３
万
円
を
含

ん
で
い
る
。

・
教
育
研
究
経
費
は
、
予
算
比

３
・
78
％
減
の
71
億
３
８
６
２

万
円
（
前
年
度
比
で
は
２
・
42

％
の
減
）。
減
価
償
却
額
22
億

７
９
１
２
万
円
を
含
ん
で
い

る
。

・
管
理
経
費
は
、
予
算
比
２
・

47
％
減
の
16
億
７
８
１
１
万
円

（
前
年
度
比
で
は
６
・
61
％
の

減
）。
減
価
償
却
額
２
億
２
３

１
２
万
円
を
含
ん
で
い
る
。

　
②
教
育
活
動
外
収
支

　
教
育
活
動
外
収
入
計
は
、
予

算
比
１
・
02
％
増
の
５
９
７
４

万
円
（
前
年
度
比
で
は
０
・
13

％
の
減
）。
教
育
活
動
外
支
出

計
は
、
予
算
ど
お
り
３
２
１
万

円
で
、
教
育
活
動
外
収
支
差
額

は
、
５
６
５
３
万
円
（
前
年
度

比
で
は
５
・
50
％
の
減
）
と
な

っ
て
い
る
。

　
③
経
常
収
支
差
額

　
教
育
活
動
収
支
差
額
と
教
育

活
動
外
収
支
差
額
を
合
わ
せ
た

経
常
収
支
差
額
は
、
９
億
５
３

５
１
万
円
（
前
年
度
比
で
は
１

１
４
・
41
％
の
増
）
と
な
っ
て

い
る
。

（
２
）
特
別
収
支

　
特
別
収
入
計
は
、
予
算
比
52

・
44
％
減
の
２
億
２
１
２
８
万

円
（
前
年
度
比
で
は
７
・
67
％

の
増
）
。
特
別
支
出
計
は
、
予

算
比
63
・
70
％
増
の
７
６
０
６

万
円
（
前
年
度
比
で
は
55
・
33

％
の
減
）
と
な
り
、
特
別
収
支

差
額
は
、
１
億
４
５
２
２
万
円

（
前
年
度
比
３
１
２
・
12
％
の

増
）
と
な
っ
て
い
る
。

（
事
業
活
動
収
入
の
部
）

・
資
産
売
却
差
額
は
、
計
上
額

な
し
。

・
そ
の
他
の
特
別
収
入
の
科
目

別
の
内
訳
は
、以
下
の
と
お
り
。

　
施
設
設
備
寄
付
金

 

９
５
８
万
円

　
受
贈
お
よ
び
編
入
図
書

 

１
億
６
４
２
７
万
円

　
そ
の
他
の
受
贈
資
産

 

３
２
１
９
万
円

　
施
設
設
備
補
助
金

 

１
５
２
２
万
円

（
事
業
活
動
支
出
の
部
）

・
資
産
処
分
差
額
は
、
施
設
処

分
差
額
が
予
算
比
２
５
３
・
38

％
増
の
１
６
７
９
万
円
。
設
備

処
分
差
額
は
、
予
算
比
３
４
２

・
13
％
増
の
２
２
６
８
万
円
。

有
価
証
券
処
分
差
額
は
、
投
資

信
託
の
処
分
差
額
で
予
算
と
同

額
の
３
６
５
８
万
円
と
な
っ
て

い
る
。
資
産
処
分
差
額
の
内
容

は
以
下
の
と
お
り
。

施
設
処
分
差
額

　
建
物

　
１
６
７
９
万
円

（
建
物
及
び
建
物
付
属
設
備
処

分
差
額
）

設
備
処
分
差
額

　
教
育
研
究
用
機
器
備
品

　
７

５
７
万
円
（
２
９
５
点
）

　
管
理
用
機
器
備
品

　
２
１
５

万
円
（
32
点
）

借入金等利息

0.0％

資産売却差額

0.0％

６
５
億
１
５
８
６
万
円
と
な
っ

て
い
る
。

（
２
）
負
債
の
部

　
負
債
の
部
で
は
、
固
定
負
債

が
長
期
借
入
金
等
の
減
で
前
年

度
末
よ
り
３
億
５
２
４
２
万
円

減
の
１
３
８
億
３
０
６
８
万

円
。
流
動
負
債
は
、
短
期
未
払

金
等
の
減
で
前
年
度
末
よ
り
７

億
５
０
１
３
万
円
減
の
66
億
３

２
４
２
万
円
。

　
負
債
の
部
合
計
は
、
前
年
度

末
よ
り
11
億
２
５
５
万
円
減
の

２
０
４
億
６
３
１
１
万
円
と
な

っ
て
い
る
。

（
３
）
純
資
産
の
部

　
純
資
産
の
部
で
は
、
基
本
金

が
前
年
度
末
よ
り
29
億
８
５
１

６
万
円
増
の
１
５
２
６
億
４
４

６
２
万
円
。
こ
の
う
ち
第
１
号

基
本
金
が
前
年
度
末
よ
り
28
億

９
０
１
４
万
円
増
の
１
４
７
５

億
８
６
３
７
万
円
。
第
２
号
基

本
金
は
、
前
年
度
末
よ
り
２
億

円
増
の
６
億
円
。
第
３
号
基
本

金
が
前
年
度
末
よ
り
１
０
０
１

万
円
増
の
27
億
４
４
２
４
万

円
。
第
４
号
基
本
金
は
、
１

億
１
５
０
０
万
円
減
の
17
億
１

４
０
０
万
円
。
繰
越
収
支
差
額

は
、
翌
年
度
繰
越
収
支
差
額
が

事
業
活
動
収
支
計
算
書
の
同
科

目
と
同
一
の
３
６
５
億
９
１
８

８
万
円
の
支
出
超
過
。

　
純
資
産
の
部
合
計
は
、
前
年

度
末
よ
り
10
億
９
８
７
３
万
円

増
の
１
１
６
０
億
５
２
７
４
万

円
と
な
っ
て
い
る
。

　
車
両
　
14
万
円
（
１
台
）

　
図
書
　
１
２
８
０
万
円
（
１

８
３
６
冊
）

有
価
証
券
処
分
差
額
　
３
６
５

８
万
円
（
１
件
）

２

事
業
活
動
収
支
計
算
書

３

貸
借
対
照
表

（単位 円）

第５７２号 ２０１８年（平成３０年）６月１５日ニ　ュ　ー　ス　専　修 （８）

資金収支計算書
平成29年4月1日から平成30年3月31日まで （単位 円）

　収　入　の　部

科　　　　目 予　　　算 決　　　算 差　　　異

学生生徒等納付金収入 20,587,244,000 20,600,570,060 △    13,326,060

手 数 料 収 入 1,011,313,000 1,093,923,672 △    82,610,672

寄 付 金 収 入 500,000,000 150,338,004 349,661,996

補 助 金 収 入 971,592,000 946,764,632 24,827,368

国 庫 補 助 金 収 入 956,488,000 933,050,000 23,438,000

地方公共団体補助金収入 14,804,000 13,714,632 1,089,368

学術研究振興資金収入 300,000 0 300,000

資 産 売 却 収 入 163,420,000 163,425,000 △         5,000

付随事業・収益事業収入 672,639,000 669,460,016 3,178,984

受取利息・配当金収入 59,142,000 59,746,589 △       604,589

雑 収 入 854,591,000 896,190,040 △    41,599,040

借 入 金 等 収 入 0 0 0

前 受 金 収 入 3,800,116,000 4,043,630,000 △   243,514,000

そ の 他 の 収 入 823,612,000 824,182,083 △       570,083

資 金 収 入 調 整 勘 定 △ 4,927,486,000 △ 4,977,598,597 50,112,597

当 年 度 収 入 合 計 24,516,183,000 24,470,631,499 45,551,501

前 年度繰越支払資金 6,839,067,386 6,839,067,386

収 入 の 部 合 計 31,355,250,386 31,309,698,885 45,551,501

　支　出　の　部

科　　　　目 予　　　算 決　　　算 差　　　異

人 件 費 支 出 14,595,791,000 14,605,628,074 △     9,837,074

教 育 研 究 経 費 支 出 4,956,142,000 4,859,504,735 96,637,265

管 理 経 費 支 出 1,476,924,000 1,454,990,504 21,933,496

借 入 金 等 利 息 支 出 3,213,000 3,212,848 152

借 入 金 等 返 済 支 出 206,760,000 206,760,000 0

施 設 関 係 支 出 1,306,078,000 2,122,335,180 △   816,257,180

設 備 関 係 支 出 405,163,000 389,877,967 15,285,033

資 産 運 用 支 出 650,018,000 460,017,671 190,000,329

そ の 他 の 支 出 1,814,397,000 2,119,336,255 △   304,939,255

［ 予　 備　 費 ］
(　　　　0) 
150,000,000

150,000,000

資 金 支 出 調 整 勘 定 △ 1,379,498,000 △ 1,389,833,110 10,335,110

当 年 度 支 出 合 計 24,184,988,000 24,831,830,124 △   646,842,124

翌 年度繰越支払資金 7,170,262,386 6,477,868,761 692,393,625

支 出 の 部 合 計 31,355,250,386 31,309,698,885 45,551,501

教
育
活
動
収
支

事
業
活
動
収
入
の
部

科　　　　目 予　　　算 決　　　算 差　　　異

学生生徒等納付金 20,587,244,000 20,600,570,060 △   13,326,060

手 数 料 1,011,313,000 1,093,923,672 △   82,610,672

寄 付 金 200,000,000 140,753,004 59,246,996

経常費等補助金 956,368,000 931,540,632 24,827,368

国 庫 補 助 金 941,264,000 917,826,000 23,438,000

地方公共団体補助金 14,804,000 13,714,632 1,089,368

学術研究振興資金 300,000 0 300,000

付 随 事 業 収 入 672,639,000 669,460,016 3,178,984

雑 収 入 854,591,000 896,190,040 △   41,599,040

教育活動収入計 24,282,155,000 24,332,437,424 △   50,282,424

事
業
活
動 

支
出
の
部

人 件 費 14,614,094,000 14,618,719,178 △    4,625,178

教 育 研 究 経 費 7,419,276,000 7,138,627,696 280,648,304

管 理 経 費 1,720,614,000 1,678,113,305 42,500,695

徴 収 不 能 額 等 0 0 0

教育活動支出計 23,753,984,000 23,435,460,179 318,523,821

教育活動収支差額 528,171,000 896,977,245 △  368,806,245

教
育
活
動
外
収
支

事
業
活
動

収
入
の
部

受取利息･配当金 59,142,000 59,746,589 △      604,589

その他の教育活動外収入 0 0 0

教育活動外収入計 59,142,000 59,746,589 △      604,589

事
業
活
動

支
出
の
部

借 入 金 等 利 息 3,213,000 3,212,848 152

その他の教育活動外支出 0 0 0

教育活動外支出計 3,213,000 3,212,848 152

教育活動外収支差額 55,929,000 56,533,741 △      604,741

経常収支差額 584,100,000 953,510,986 △  369,410,986

特
別
収
支

事
業
活
動

収
入
の
部

資 産 売 却 差 額 0 0 0

その他の特別収入 465,324,000 221,285,094 244,038,906

施設設備補助金 15,224,000 15,224,000 0

その他の特別収入 450,100,000 206,061,094 244,038,906

特 別 収 入 計 465,324,000 221,285,094 244,038,906

事
業
活
動

支
出
の
部

資 産 処 分 差 額 46,464,000 76,061,188 △   29,597,188

その他の特別支出 0 0 0

特 別 支 出 計 46,464,000 76,061,188 △   29,597,188

特 別 収 支 差 額 418,860,000 145,223,906 273,636,094

[ 予  　 備　  費 ]
(　　　　0) 
150,000,000

150,000,000

基本金組入前当年度収支差額 852,960,000 1,098,734,892 △  245,774,892

基 本 金 組 入 額 合 計 △ 2,423,641,000 △ 3,100,166,119 676,525,119

当 年 度 収 支 差 額 △ 1,570,681,000 △ 2,001,431,227 430,750,227

前 年 度 繰 越 収 支 差 額 △34,705,453,000 △34,705,452,130 △          870

基 本 金 取 崩 額 0 115,000,000 △  115,000,000

翌 年 度 繰 越 収 支 差 額 △36,276,134,000 △36,591,883,357 315,749,357

(参考)

事 業 活 動 収 入 計 24,806,621,000 24,613,469,107 193,151,893

事 業 活 動 支 出 計 23,953,661,000 23,514,734,215 438,926,785

備考 １．教育活動収支の事業活動収入の部「寄付金」は施設設備寄付金を除く。
　　　 ２．教育活動収支の事業活動支出の部「人件費」には退職給与引当金繰入額を含
　　　　　 み、「教育研究経費」と「管理経費」には、それぞれ減価償却額を含む。

事業活動収支計算書
平成29年4月1日から平成30年3月31日まで （単位 円）

　
収
入
の
部
で
は
、
当
年
度
収

入
合
計
が
予
算
比
０
・
19
％
減

の
２
４
４
億
７
０
６
３
万
円

（
前
年
度
比
で
は
２
・
02
％
の

減
）
と
な
り
、
前
年
度
繰
越
支

払
資
金
を
加
え
た
収
入
の
部
合

計
で
は
、
予
算
比
０
・
15
％
減

の
３
１
３
億
９
６
９
万
円
と
な

っ
て
い
る
（
前
年
度
比
で
は
１

・
26
％
の
減
）。

　
支
出
の
部
で
は
、
当
年
度
支

出
合
計
が
予
算
比
２
・
67
％
増

の
２
４
８
億
３
１
８
３
万
円

（
前
年
度
比
で
は
０
・
15
％
の

減
）
で
、
翌
年
度
繰
越
支
払
資

金
は
、
翌
年
度
の
収
入
と
な
る

前
受
金
収
入
を
含
み
64
億
７
７

８
６
万
円
と
な
っ
て
い
る
（
前

年
度
比
で
は
５
・
28
％
の
減
）
。

（
１
）
収
入
の
部

　
①
学
生
生
徒
等
納
付
金
収
入

は
、
予
算
比
０
・
06
％
増
の
２

０
６
億
57
万
円
（
前
年
度
比
で

は
０
・
52
％
の
減
）。
最
終
在

籍
者
数
が
専
修
大
学
で
１
万
８

７
２
０
人
、
石
巻
専
修
大
学
で

１
１
６
３
人
と
な
り
、
全
体
で

は
１
万
９
８
８
３
人
。
最
終
在

籍
者
数
は
、
前
年
度
と
比
べ
、

全
体
で
１
４
６
人
の
減
と
な
っ

て
い
る
。

　
②
手
数
料
収
入
は
、
予
算
比

８
・
17
％
増
の
10
億
９
３
９
２

万
円
（
前
年
度
比
で
は
３
・
94

％
の
増
）
。
こ
の
う
ち
、
入
学

検
定
料
収
入
は
、
予
算
比
８
・

55
％
増
の
10
億
５
８
３
９
万
円

（
前
年
度
比
で
は
４
・
16
％
の

増
）。
入
学
志
願
者
数
が
予
算

と
比
べ
専
修
大
学
で
１
９
７
４

人
の
増
、
石
巻
専
修
大
学
で
69

人
の
増
と
な
っ
て
い
る
。

　
③
寄
付
金
収
入
は
、
予
算
比

69
・
93
％
減
の
１
億
５
０
３
３

万
円
（
前
年
度
比
で
は
８
・
22

％
の
減
）。
専
修
大
学
創
立
１

４
０
年
・
石
巻
専
修
大
学
創
立

30
年
記
念
事
業
募
金
の
募
集
を

行
っ
て
い
る
。

　
④
補
助
金
収
入
は
、
予
算
比

２
・
56
％
減
の
９
億
４
６
７
６

万
円
（
前
年
度
比
で
は
14
・
42

％
の
増
）
。
こ
の
う
ち
、
国
庫

補
助
金
収
入
は
、
予
算
比
２
・

45
％
減
の
９
億
３
３
０
５
万
円

（
前
年
度
比
で
は
14
・
57
％
の

増
）
。
内
訳
は
、
経
常
費
補
助

金
が
９
億
１
７
８
２
万
円
（
前

年
度
比
で
は
15
・
66
％
の
増
）
、

研
究
設
備
補
助
金
が
８
７
１
万

円
、
教
育
研
究
装
置
補
助
金
が

６
５
１
万
円
と
な
っ
て
い
る
。

　
⑤
資
産
売
却
収
入
は
、
１
億

６
３
４
２
万
円
。
有
価
証
券
売

却
収
入
は
、
投
資
信
託
の
売
却

で
１
億
６
３
４
２
万
円
。

　
⑥
付
随
事
業
・
収
益
事
業
収

入
は
、
予
算
比
０
・
47
％
減
の

６
億
６
９
４
６
万
円
（
前
年
度

比
で
は
３
・
55
％
の
増
）
。
差

異
は
、
箱
根
セ
ミ
ナ
ー
ハ
ウ
ス

他
利
用
者
及
び
Ｓ
Ｐ
Ｉ
試
験
対

策
講
座
受
講
者
の
減
、
伊
勢
原

体
育
寮
寮
費
、
受
託
研
究
費
等

の
減
に
よ
る
。

　
⑦
受
取
利
息
・
配
当
金
収
入

は
、
予
算
比
１
・
02
％
増
の
５

９
７
４
万
円
（
前
年
度
比
で

は
０
・
13
％
の
減
）
。
こ
の
う

ち
、
そ
の
他
の
受
取
利
息
・
配

当
金
収
入
は
、
予
算
比
１
・
01

％
増
の
５
９
４
７
万
円
（
前
年

度
比
で
は
０
・
29
％
の
減
）
。

　
⑧
雑
収
入
は
、
予
算
比
４
・

87
％
増
の
８
億
９
６
１
９
万
円

（
前
年
度
比
で
は
８
・
87
％
の

減
）
。
差
異
は
、
大
学
施
設
等

の
貸
出
、
退
職
金
財
団
交
付

金
、
科
学
研
究
費
補
助
金
の
間

接
経
費
等
の
増
。

　
⑨
借
入
金
等
収
入
は
、
予
算

ど
お
り
で
実
行
は
な
い
。

　
⑩
前
受
金
収
入
は
、
平
成
30

年
度
入
学
者
の
入
学
手
続
時
に

お
け
る
納
入
学
費
（
翌
年
度
の

学
生
生
徒
等
納
付
金
収
入
と
な

る
。
）
で
、
40
億
４
３
６
３
万

円
。

　
⑪
そ
の
他
の
収
入
は
、
前
期

末
未
収
入
金
収
入
、
貸
付
金
回

収
収
入
、
敷
金･

保
証
金
回
収

収
入
で
８
億
２
４
１
８
万
円
。

ま
た
、
資
金
収
入
調
整
勘
定

（
収
入
の
振
替
控
除
科
目
）

は
、
期
末
未
収
入
金
及
び
前
期

末
前
受
金
で
49
億
７
７
５
９
万

円
と
な
っ
て
い
る
。

（
２
）
支
出
の
部

　
①
人
件
費
支
出
は
、
予
算
比

０
・
07
％
増
の
１
４
６
億
５
６

２
万
円
（
前
年
度
比
で
は
２
・

16
％
の
減
）
。
主
な
要
因
は
、

退
職
金
の
増
。

　
②
教
育
研
究
経
費
支
出
は
、

予
算
比
１
・
95
％
減
の
48
億
５

９
５
０
万
円
（
前
年
度
比
で
は

３
・
71
％
の
減
）
。
予
算
比
増

減
の
主
な
も
の
の
決
算
額
、
要

因
等
は
以
下
の
と
お
り
。

・
図
書
資
料
費
支
出
‥
１
億
８

７
８
１
万
円
（
１
３
６
５
万
円

の
減
）

　
加
除
式
洋
資
料
、
洋
雑
誌
購

入
額
等
の
減

・
光
熱
水
費
支
出
‥
６
億
１
８

１
９
万
円
（
２
９
８
８
万
円
の

減
）

　
電
気
料
金
、
ガ
ス
料
金
、
水

道
料
金
の
減

・
旅
費
交
通
費
支
出
‥
２
億
２

２
６
８
万
円
（
１
４
０
８
万
円

の
減
）

　
出
張
旅
費
、
学
会
補
助
費
、

研
究
助
成
費
、
石
巻
専
修
大
学

教
員
個
人
研
究
費
旅
費
等
の
減

・
修
繕
費
支
出
‥
１
億
２
９
２

７
万
円（
２
０
５
５
万
円
の
増
）

　
神
田
校
舎
誘
導
灯
バ
ッ
テ
リ

ー
交
換
及
び
放
送
設
備
交
換
、

神
田
３
号
館
体
育
室
他
天
井
漏

水
対
策
工
事
、
神
田
８
号
館
非

常
用
発
電
機
及
び
空
調
室
外
機

修
理
、
生
田
１
号
館
サ
ー
バ
ー

室
空
調
機
圧
縮
機
交
換
、
生
田

７
号
館
飲
料
水
用
受
水
槽
蓋
交

換
、
生
田
９
号
館
冷
温
水
発
生

機
用
冷
水
ポ
ン
プ
、
電
動
式
防

煙
重
量
シ
ャ
ッ
タ
ー
、
ト
イ

レ
修
理
、
生
田
10
号
館
廊
下

照
明
器
具
交
換
、
教
室
扉
硝
子

及
び
戸
当
た
り
修
理
、
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
機
械
室
空
調
機
室
外
機

修
理
、
自
然
科
学
実
験
室
ド
ラ

フ
ト
チ
ャ
ン
バ
ー
用
排
気
フ
ァ

ン
修
理
、
研
究
室
照
明
器
具
修

理
、
生
田
総
合
体
育
館
雨
水
槽

ポ
ン
プ
修
理
、
生
田
西
グ
ラ
ウ

ン
ド
街
灯
修
理
、
伊
勢
原
体
育

寮
浄
化
槽
及
び
浴
室
ボ
イ
ラ
ー

修
理
、
石
巻
専
修
大
学
体
育
館

水
道
管
交
換
、
森
口
記
念
館
ト

イ
レ
汚
水
管
修
理
等
の
増

・
謝
礼
費
支
出
‥
９
２
６
２
万

円
（
１
４
７
０
万
円
の
減
）

　
各
種
講
座
講
師
謝
礼
費
、
授

業
科
目
外
部
講
師
謝
礼
費
、
教

育
実
習
謝
礼
費
、
提
携
講
座
講

師
謝
礼
費
、
石
巻
専
修
大
学
教

員
個
人
研
究
費
謝
礼
費
等
の
減

　
③
管
理
経
費
支
出
は
、
予
算

比
１
・
49
％
減
の
14
億
５
４
９

９
万
円
（
前
年
度
比
で
は
７
・

62
％
の
減
）。

　
予
算
比
増
減
の
主
な
も
の
の

決
算
額
、
要
因
等
は
以
下
の
と

お
り
。

・
公
租
公
課
支
出
‥
６
３
３
３

万
円
（
１
７
６
７
万
円
の
増
）

　
消
費
税
等
確
定
申
告
額
等
の

増・
広
告
費
支
出
‥
２
億
８
６
６

５
万
円（
１
３
７
２
万
円
の
減
）

　
駅
看
板
書
替
料
、
計
画
の
見

直
し
等
に
よ
る
減

　
④
借
入
金
等
利
息
支
出
は
、

予
算
ど
お
り
で
３
２
１
万
円
。

　
⑤
借
入
金
等
返
済
支
出
は
、

予
算
ど
お
り
の
返
済
で
２
億
６

７
６
万
円
（
前
年
度
比
で
は
２

３
８
・
23
％
の
増
）。

　
⑥
施
設
関
係
支
出
は
、
予
算

比
62
・
50
％
増
の
21
億
２
２
３

３
万
円
（
前
年
度
比
で
は
18
・

84
％
の
減
）。

※
⑥
の
主
な
内
容
に
つ
い
て

は
、
後
記
の
〔
主
な
施
設
等
整

備
事
項
〕
に
記
載
。

　
⑦
設
備
関
係
支
出
は
、
予
算

比
３
・
77
％
減
の
３
億
８
９
８

７
万
円
（
前
年
度
比
で
は
16
・

93
％
の
減
）。

　
こ
の
う
ち
、
教
育
研
究
用
機

　
学
校
法
人
専
修
大
学
の
平

成
29
年
度
事
業
報
告
・
決
算

は
、
５
月
30
日
開
催
の
理
事

会
・
評
議
員
会
で
承
認
さ

れ
、
確
定
し
た
。

　
本
学
は
、
21
世
紀
ビ
ジ
ョ

ン
「
社
会
知
性
の
開
発
」
を

達
成
す
る
た
め
に
、
「
学
生

を
基
本
に
据
え
た
大
学
づ
く

り
」
を
大
学
運
営
の
基
本
理

念
に
掲
げ
、
社
会
の
屋
台
骨

を
支
え
る
有
為
な
人
材
の
育

成
に
努
め
る
と
と
も
に
、
骨

太
の
大
学
改
革
に
取
り
組
ん

で
い
る
。
さ
ら
に
専
修
大
学

創
立
１
４
０
周
年
・
石
巻
専

修
大
学
創
立
30
周
年
を
迎
え

る
向
こ
う
５
年
間
（
平
成
28

年
度
か
ら
平
成
32
年
度
）

は
、「
確
た
る
大
学
基
盤
の

整
備
」
を
指
針
に
据
え
、
７

つ
の
事
業
領
域
を
中
心
に
中

期
的
な
視
点
で
到
達
目
標
を

設
定
し
、
各
年
度
に
お
い
て

事
業
実
績
の
検
証
・
改
善
を

行
い
な
が
ら
、
来
る
べ
き
学

校
法
人
専
修
大
学
創
立
１
５

０
年
に
向
け
て
、
大
学
基
盤

の
整
備
を
推
進
し
て
い
る
。

　
専
修
大
学
は
、
魅
力
あ
る

教
育
研
究
環
境
を
再
構
築
す

べ
く
、
キ
ャ
ン
パ
ス
整
備
を

推
進
し
た
。
神
田
キ
ャ
ン
パ

ス
で
は
、
靖
国
通
り
神
田
新

校
舎
（
仮
称
）
の
建
設
工
事

を
平
成
30
年
１
月
に
着
手
し

た
。
新
校
舎
は
平
成
31
年
度

内
の
完
成
を
目
指
す
。
さ
ら

に
、
平
成
32
年
度
の
商
学
部

移
転
・
国
際
系
新
学
部
設
置

に
伴
う
保
健
室
・
学
生
相
談

室
等
の
拡
張
に
対
応
す
る
た

め
、
神
田
黒
門
前
新
校
舎

（
仮
称
）の
検
討
を
進
め
た
。

　
教
育
領
域
で
は
、
平
成
31

年
度
に
開
設
予
定
の
経
営
学

部
ビ
ジ
ネ
ス
デ
ザ
イ
ン
学

科
、
文
学
部
ジ
ャ
ー
ナ
リ
ズ

ム
学
科
の
設
置
届
出
（
平
成

30
年
４
月
）
を
す
る
た
め
の

準
備
を
推
進
し
た
。
ま
た
、

平
成
32
年
度
に
予
定
さ
れ
て

い
る
国
際
系
新
学
部
の
新
設

や
商
学
部
の
神
田
移
転
の
検

討
を
進
め
た
。
さ
ら
に
、
経

済
学
部
に
お
い
て
も
平
成
32

年
度
に
学
部
を
再
編
し
、
学

科
を
増
設
す
る
方
向
性
が
確

認
さ
れ
、
新
学
部
・
学
科
設

置
等
準
備
委
員
会
の
下
に
経

済
学
部
新
学
科
設
置
部
会
を

設
置
し
、
新
学
科
名
称
や
カ

リ
キ
ュ
ラ
ム
等
に
つ
い
て
検

討
を
行
っ
て
い
る
。

　
研
究
領
域
で
は
、
平
成
29

年
度
科
学
研
究
費
助
成
事
業

の
新
規
課
題
採
択
率
は
38
・

５
％
と
な
っ
た
。
こ
の
採
択

率
は
、
新
規
応
募
件
数
が
50

件
以
上
の
研
究
機
関
中
、
私

立
大
学
で
1
位
と
な
る
。

　
学
生
支
援
領
域
で
は
、
公

認
会
計
士
試
験
に
30
名
（
在

学
生
19
名
含
む
）
が
合
格

し
、
全
国
大
学
別
合
格
者
数

ト
ッ
プ
10
入
り
を
２
年
ぶ
り

に
果
た
し
た
。

　
入
試
領
域
で
は
、
大
学
入

試
セ
ン
タ
ー
試
験
利
用
入
学

試
験
及
び
一
般
入
学
試
験

（
一
・
二
部
）
の
志
願
者
数

合
計
が
前
年
度
と
比
較
し
て

１
２
９
９
名
増
加
の
４
万
５

７
６
１
名
と
な
り
、
特
別
入

試
を
含
め
る
と
４
万
８
８
４

８
名
と
な
っ
た
。

　
石
巻
専
修
大
学
で
は
、
平

成
29
年
度
に
導
入
し
た
新
た

な
学
士
課
程
教
育
に
お
け
る

特
色
あ
る
授
業
科
目
の
う

ち
、
全
学
部
で
統
一
し
た
内

容
を
実
施
す
る
「
い
し
の
ま

き
学
」
、「
キ
ャ
リ
ア
設
計
」
、

「
国
際
体
験
研
修
」
、「
地
域

と
政
策
」
の
運
用
を
開
始
し

た
。

　
平
成
30
年
度
入
学
試
験
で

は
、
志
願
者
数
合
計
が
前
年

と
比
較
し
て
86
名
増
加
の
８

７
９
名
（
前
年
度
比
10
・
８

％
増
）
と
な
り
、
入
学
定
員

充
足
率
も
80
％
に
達
し
た
。

　
平
成
28
年
度
に
採
択
さ
れ

た
私
立
大
学
研
究
ブ
ラ
ン
デ

ィ
ン
グ
事
業
「
震
災
復
興
か

ら
地
域
資
源
の
新
結
合
に
よ

る
産
業
創
出
へ
｜
草
葉
起
源

に
よ
る
内
水
面
養
殖
業
の
創

出
｜
」
で
は
、
大
型
実
験
水

槽
を
平
成
29
年
12
月
に
完
成

さ
せ
、
本
格
的
な
実
験
を
開

始
し
た
。
地
域
を
支
え
て
い

く
人
材
の
育
成
と
地
域
の
活

性
化
を
目
指
し
た
高
大
産

（
高
校
・
大
学
・
産
業
）
連

携
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
は
、
平

成
29
年
度
に
８
つ
の
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
を
推
進
し
た
。

　（
詳
細
は
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

を
ご
覧
く
だ
さ
い
）
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